
千葉県障害福祉サービス等情報公表における調査に関する指針 

 

１ 目的 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第７６条の３第３項及び児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第３３条の１８第３項の規定により県が行う調査に関する

指針を定める。 

 

２ 調査の対象 

  障害福祉サービス等情報公表における調査の対象は、障害者総合支援法第７６条の３

及び児童福祉法第３３条の１８の規定により障害福祉サービス等情報を報告すること

を義務付けられた事業者とする。 

 

３ 調査の実施時期 

  事業者から報告された障害福祉サービス等情報の内容に係る調査については、下記の

場合に実施する。 

（１）報告された内容に虚偽が疑われるとき 

（２）公表内容について、利用者から苦情等があったとき 

（３）指定障害福祉サービス等に係る実地指導を行うとき 

（４）その他県が必要と認めるとき（食中毒や感染症の発生、火災、虐待等の問題が生じ

たとき等） 

 

４ 調査の実施方法 

（１） 基本事項 

ア 調査の実施体制 

調査は、職員１名以上で行うものとする。 

イ 調査の内容 

調査は、基本情報及び運営情報について確認を行うものとする。 

ウ 調査の方法 

    調査は、事業者を訪問し、当該調査に関して事業者を代表する者との面接調査を



原則とするが、面接調査以外の方法により適正な調査が実施できる場合については、

その他の方法により行う。 

（２） 具体的事項 

ア 調査の時点は、報告日とする。また、過去の実績等の調査の対象期間は、報告さ

れた情報の作成日の前１年間とする。 

イ 基本情報の調査は、当該情報の内容が確認できる記録等の書類や事業所内外の目

視等により確認する。 

ウ 運営情報の調査は、実施していると報告のあった事項について、その具体的な方

法の確認を行う。 

（３）調査の終了 

調査の実施後は、調査結果について事実誤認がないこと及び調査結果がそのまま公

表されるものであることについて、事業者の同意を得るものとする。当該同意をもっ

て調査を終了するものとする。 

 

附則 

この指針は、平成３０年５月３０日から適用する。 


